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○世田谷区公契約条例 

平成26年９月30日条例第27号 

世田谷区公契約条例 

世田谷区（以下「区」という。）は、区の調達に係る売買、賃借、請負その他の契約（指定管理

者の業務に係る協定を含む。以下「公契約」という。）について、その時々の社会経済情勢を踏ま

え、競争性、経済性、公平性、公正性、透明性、履行の質の確保などを目的として、必要な制度改

革を行ってきた。 

一方、公共調達における事業者間の競争は激しくなり、一部においては、採算を度外視した受注

をせざるを得ない状況が見受けられ、事業者が置かれた厳しい経営環境の実態が浮彫りとなり、不

安定な雇用によって低賃金労働者が出現するなど、労働者の労働条件が悪化している。 

また、低賃金の常態化とともに、高齢化や若年層入職者の激減に伴う技能労働者の不足が顕在化

しており、中長期的な視点に立てば、放置することができない課題となっており、技能労働者の処

遇の改善と事業者の健全な経営環境の確保については、公共事業の品質確保のためにも直ちに取り

組まなければならない状況にある。 

区は、事業者の経営環境が改善され、適正な賃金の支払いなど労働者の労働条件が守られ、また、

公共事業の品質が確保され、もって区民の福祉が増進されることを目指し、ここに世田谷区公契約

条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、公契約における基本方針を明らかにし、区長及び事業者等の責務並びに世田

谷区公契約適正化委員会の設置について必要な事項を定めることにより、公契約において適正な

入札等を実施し、公契約に係る業務に従事する労働者の適正な労働条件を確保し、及び事業者の

経営環境の改善を図り、もって公契約に係る業務の質の確保、区内産業の振興及び地域経済の活

性化並びに区民の生活の安全安心及び福祉の増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 事業者 区と公契約を締結して業務を受注した者又は受注しようとする者をいう。 

(２) 下請負者 公契約に係る業務を受注した者から当該業務の一部を受注した者又は受注しよ

うとする者をいう。 

(３) 労働者 次に掲げる者をいう。 

参考資料 
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ア 事業者又は下請負者に使用される者で、賃金を支払われる者 

イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律

第88号）第２条第２号に規定する派遣労働者であって、区の業務に従事するもの 

ウ 一人親方（自らが提供する労務の対価を得るため、事業者又は下請負者との請負契約によ

り公契約に係る業務に従事する者をいう。） 

(４) 賃金 労働基準法（昭和22年法律第49号）第11条に規定する賃金をいう。 

（基本方針） 

第３条 区長は、次に掲げる基本方針に基づいて、公契約を締結し、及び履行するよう努めなけれ

ばならない。 

(１) 公契約の締結過程の全般において事業者間の公平かつ公正な競争が促進され、談合その他

の不正行為が排除されるとともに、過当競争及びその波及が予防されるべきこと。 

(２) 公契約の締結過程及び履行過程の全般において経済性及び透明性が確保されるべきこと。 

(３) 物品調達、請負、役務の提供等の質及び適正な価格が確保されるために、正確な積算等着

実な事業計画に基づき、公契約が締結されること。 

(４) 公契約の履行過程において法令が遵守され、並びに公正な労働基準が確保され、及び向上

されることにより、適正な労働条件が確保されるべきこと。 

(５) 地域経済の活性化が促進されるために区内に事務所等を有する事業者等が受注することが

できる機会及び区内に住所を有する労働者が雇用される機会が確保されるとともに、区民の良

好な生活環境の維持発展並びに防災及び減災対策が促進されるために公契約に係る業務が円滑

に履行されるべきこと。 

（区長の責務） 

第４条 区長は、前条各号に掲げる基本方針を具体化するため、公契約の履行過程の全般における

施策の総合的な推進に努めなければならない。 

２ 区長は、公契約の履行過程において、適正な労働条件が確保されるために必要となる施策を講

じるよう努めなければならない。 

３ 区長は、前項の施策にあっては、次に掲げる事項等を実施し、適正な労働条件が確保され、又

は労働条件が改善されるよう努めなければならない。 

(１) 第７条の労働報酬専門部会の意見を聴いて、予定価格が規則で定める額以上の公契約にお

いて事業者が労働者に支払う職種ごとの労働報酬の下限とすべき額（以下「労働報酬下限額」

という。）を定め、これを事業者に示し、事業者が労働報酬下限額を遵守することにより、労
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働者に適正な賃金が支払われるようにすること。 

(２) 予定価格が規則で定める額を超える公契約において賃金、労働時間、社会保険の加入の有

無その他の労働条件が適正であることを確認するための帳票を作成し、及び事業者に配布し、

並びに当該帳票の活用及び提出を求めるとともに、当該帳票を閲覧に供すること。 

(３) 前号の規定により事業者が提出した帳票に基づき、必要に応じ、労働条件の改善に資する

措置をとること。 

４ 区長は、地域の安全性を向上させ、区民の良好な生活環境を維持し、及び地域経済を活性化さ

せるため、不断に入札制度改革を進め、区内に事務所等を有する事業者の育成及び経営環境の改

善に努めなければならない。 

（事業者等の責務） 

第５条 事業者及び下請負者（以下この条において「事業者等」という。）は、社会的な責任を自

覚して公契約を履行するよう努めなければならない。 

２ 事業者等は、前条第３項の規定により区長が実施する事項等に従い、公共事業の質を確保する

とともに、労働者に適正な賃金を支払い、労働者の適正な労働条件を確保し、及びその向上を図

るよう努めなければならない。 

３ 事業者等は、公契約に係る業務を第三者に発注するときは、法令等を遵守し、誠実に業務が実

施されるよう適正な条件を付すよう努めなければならない。 

４ 事業者等は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）により課される義務

を履行するほか、同法第５条に規定する事業主の責務及び男女共同参画社会基本法（平成11年法

律第78号）第10条に規定する国民の責務を積極的に果たすように努め、労働契約法（平成19年法

律第128号）第３条第３項の規定に鑑み、労働者が仕事と生活の調和を図ることができるようその

配慮に努め、並びに子ども・若者育成支援推進法（平成21年法律第71号）の趣旨に鑑み、若者の

雇用に積極的に取り組むように努めなければならない。 

５ 事業者は、地域経済の活性化を促進するため、下請負者及び労働者の選定にあたっては、区内

に事務所を有する下請負者が受注することができる機会及び区内に住所を有する労働者が雇用さ

れる機会を講ずるよう努めなければならない。 

６ 事業者等は、区長が前条第３項第２号の規定により帳票の提出を求めたときは、これに応じる

よう努めなければならない。 

７ 事業者等は、区長が前条第３項第３号の規定により措置をとるときは、これに応じるよう努め

なければならない。 
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（世田谷区公契約適正化委員会） 

第６条 公契約の履行過程の全般における適正を確保するため、区長の附属機関として世田谷区公

契約適正化委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、区長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議し、答申する。 

(１) この条例の解釈及び運用に関すること。 

(２) 公契約の適正な履行を確保するために必要となる施策に関すること。 

(３) 区の入札その他の公契約の手続に関する基本的事項に関すること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、区の入札その他の公契約の手続における透明性及び公正性を

確保するために区長が必要と認めること。 

３ 委員会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する委員10人以内をもって組織する。 

(１) 学識経験者 

(２) 事業者及び労働者団体の代表者 

(３) 区内に住所、勤務先又は通学先を有する者 

(４) 関係行政機関の職員 

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（労働報酬専門部会） 

第７条 区長は、委員会に、労働報酬下限額を審議させるため、労働報酬専門部会（以下この条に

おいて「部会」という。）を置く。 

２ 部会は、前条第３項の委員のうち、学識経験者並びに事業者及び労働団体の代表者から区長が

指名した者をもって組織する。 

３ 区長は、部会の意見を直接聴くことができる。 

４ 前３項に定めるもののほか、部会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。 


